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地域福祉が学問として生誕したのは1970年代のことであるが，地域福祉の推進を専門とする
コミュニティワーカーの意識構造を手がかりとして，未だ定かとなっていない地域福祉とは何
かを明らかにすることが本研究の目的である。そのため地域福祉の構成要件を提起し，その体
系化の可能性について検討した。
市区町村社会福祉協議会のコミュニティワーカーへの郵送調査（2003年２～３月）を行い，

分析項目のすべてに欠測のない222票のデータを用いた。探索的因子分析の手法を用いて，最
初に地域福祉に関わる因子の抽出と解釈を行い，続いて地域福祉計画に関わる因子の抽出と解
釈を行った。また，両者間の関連の有無を相関分析によって確認した。その後，地域福祉に関
する質問33項目と地域福祉計画に関する質問32項目を合成した地域福祉概念に関する65項目の
質問項目を用いて一次因子分析を行い検討した。次に，この一次因子分析で析出された因子構
造についてさらなる知見を得るため，二次因子分析を行い，因子の抽出と解釈を試みた。また，
一次因子分析による構成因子の特徴について考察するためクラスター分析を行った。
地域福祉に関わる因子，地域福祉計画に関わる因子のいずれも抽出とその解釈が可能であっ

た。また地域福祉と地域福祉計画との関連が認められた（ｒ＝0.834，ｐ＜0.001）。合成した
地域福祉概念についての一次因子分析の結果，10個の因子が抽出され，その解釈は可能であっ
た。これら10個の因子による二次因子分析の結果も解釈が可能であった。クラスター分析の結
果，関係性が見いだせそうな組合せや独立した因子が明らかになった。
分析結果から，「地域福祉の原理・原則」「新旧社会政策との調整」「予防的社会福祉の増進」
「地域社会サービスの整備」「地域のコミュニケーション」「福祉のネットワーキング」「地域
福祉圏域の設定」「福祉サービス利用への支援」「社会福祉の空間づくり」「地域における福祉
の方向性」が地域福祉の構成要件として示された。また，これらは「制度・政策・施策」「実
践・方法・理念」の２つに集約された。さらに，以上の要件のうち，「地域における福祉の方
向性」が地域福祉の推進にとって重要と考えられた。

地域福祉，地域福祉計画，地域福祉の構成要件，コミュニティワーカー，意識構造

Ⅰ

地域福祉は，地域に住む子どもからお年寄り
まで，誰もが不自由なく暮らせるための仕組み
を考えて実践するという側面をもつ1)。地域社
会は今日では既に崩壊してしまったが，地域福
祉という魅力的な価値ある学問が，今後の地域

社会の再生の１つの鍵になると期待できる。
地域福祉が学問として生誕したのは1970年頃
といわれており，35年ほど経過したばかりであ
る。その意味では，社会福祉学のなかでは少し
新しい研究分野ともいえる。
地域福祉が現代社会に欠くことのできない大
きな存在感を示すようになったのは，2000年５
月に社会福祉法が成立し，そのなかで「地域福
祉の推進」を目的に掲げて以降である。そして
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人数（％)

性別
女性
男性

年齢
20歳代
30歳代
40歳代
50歳代以上

経験年数
５年未満
５～10年未満
10～15年未満
15年以上

専攻分野
社会福祉学
社会福祉学以外

勤務形態
常勤
非常勤

職名
一般事業職員
経営事業職員
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また，同法により2003年４月から「地域福祉に
関する事項」を「一体的に定める計画」として
その内容を公表することを求めた「地域福祉計
画」が策定されてきた。
このように，地域福祉とその推進が，今日に

おける社会福祉の基調路線となっていることは
疑う余地もない。
ところが，地域福祉の理論的体系化に初めて

着手した岡村をはじめとして1970年代から本格
的に論議されるようになった地域福祉概念は今
日においても明確になっていないように見受け
られる。もちろん，これまで多くの研究者に
よってその類型化は行われてきているし，概念
規定もなされてきているが，地域福祉とは何か
がわかりにくいものとなっている2)。
京極は，米国のリンカーン大統領の有名な民

主政治の定義をもじって，「地域福祉というの
は『地域住民の，地域住民による，地域住民の
ための福祉』」と表現したが3)，他方で，安島
は地域福祉には10とおりほど意味があることを
整理している4)。地域福祉とは何か，この問い
かけは，「最初の問いであると同時に，ある意
味で最後の問いともなっている」5)。
以上のことから,誤解を恐れずにいえば,今日

までに研究者，実践家の間で共有できる地域福
祉概念のパラダイム(考え方の枠組み)は見いだ

されてこなかったといえる。それどころか「同
じ現実に対して異なった立場が築かれ，それら
が相対立しており，これらの間に架橋する試み
も空しい」6)とさえ思われてきたのである。
そこで，本研究では，１つには地域福祉研究
を先導してきた代表的見解をもとに地域福祉の
構成要件を分析したことで知られる鈴木による
「地域福祉の内容」7)，またもう１つには地域
福祉と密接な関係にあると思われる「地域福祉
計画の内容」8)に着目した。そして，この両者
について地域福祉の推進を専門とするコミュニ
ティワーカーの意識構造を手がかりとして，地
域福祉概念を融合的・総合的に把握することに
よって，地域福祉の構成要件を新たに提起し，
その体系化の可能性を検討することにした。

Ⅱ

市区町村社会福祉協議会のコミュニティワー
カーを対象とし，2003年２～３月に郵送調査を
実施した。社会福祉法人全名簿の中から99カ所
を選定し，事務局長宛に各８部ずつ調査票を送
付した。調査対象者の選定と調査票の返送は事
務局長に委ねた。調査の結果，40カ所の市区町
村社会福祉協議会から返送があり，有効回収数
（率）は231（29.1％）であった。分析項目のすべて
に欠測のない222（分析対象率28％）を分析の対
象とした。なお，回収率の低さから，データは十
分な代表性を得ていないことを否定できないが，
今回は大まかな傾向をつかむことを意図した。

性別，年齢，経験年数，専攻分野，勤務形態，
職名について整理した 。
なお，年齢については，最年少者22歳，最年
長者68歳，平均年齢41.0歳，標準偏差11.4歳で
あった。

鈴木と山田の共同編集による全国社会福祉協
議会のテキスト7)，牧里が委員長を務めた地域
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１ 福祉コミュニティの形成
２ 住民の自立生活の支援
３ 福祉，保健・医療サービスの整備
４ 福祉施設の整備
５ 在宅福祉サービスの整備
６ 保健・医療施設の整備
７ 在宅医療・訪問看護サービス等の整備
８ 福祉，保健・医療サービスの総合化
９ 総合相談・情報提供サービス
10 ケアマネジメント
11 サービス機関のネットワーク化
12 行政の福祉と保健・医療計画の策定
13 民間の地域福祉活動計画づくり
14 福祉増進・予防活動の促進
15 生きがい，社会参加活動
16 寝たきりゼロ運動
17 地域リハビリテーション
18 健康診査，学習，栄養・生活改善等
19 シニアスポーツ，運動
20 福祉環境の整備
21 高齢者・障害者住宅の整備
22 福祉のまちづくり（建築物・道路等）
23 公共交通・移動環境の整備
24 防火・防災，緊急避難対策
25 住民参加の福祉活動の支援
26 福祉教育
27 情報提供サービス
28 ボランティアセンター整備
29 地域活動拠点施設の整備，自主的利用
30 コミュニティワーカーの配置
31 活動基金の整備，税制等財政措置
32 福祉と保健・医療サービスにかかわる総合的な行政圏域
の設定

33 住民のコミュニティ活動にかかわる圏域の設定

１ 理念・方針
２ 地域の個別性の尊重
３ 利用者主体
４ ネットワーク
５ 公民協働
６ 住民参加
７ 福祉サービスの適切な利用の推進
８ 情報システムの整備
９ 福祉サービスの利用援助(地域福祉権利擁護事業)の整備
10 福祉サービスの苦情対応の整備
11 民生委員や地域住民等による福祉サービス利用者への相
談活動の整備

12 第三者評価への支援
13 総合相談体制の確保
14 ケアマネジメントシステムの確保
15 福祉サービス提供者間のネットワークの確立
16 福祉を目的とする事業の健全な発達
17 地域の福祉課題や福祉ニーズの把握
18 サービス圏域等の設定とサービス基盤の整備
19 地域の福祉サービス利用者のニーズ把握
20 社会資源の有効な活用
21 事業者等の新規参入促進（ 等への事業委託，助成
など）

22 福祉人材の育成
23 新しいサービスへの投資(融資･基金の活用,助成など）
24 社会福祉に関する活動への住民の参加の促進
25 福祉 団体やボランティアへの支援
26 住民参加の福祉のまちづくりへの支援
27 地域特性にあわせた福祉施策
28 福祉関係三計画（老人保健福祉計画，障害者基本計画，
エンゼルプラン）との調整

29 社協がたてる地域福祉活動計画との調整
30 福祉のまちづくり計画・条例の策定促進
31 他分野の生活関連計画との調整
32 防災計画との調整

注 地域福祉に関する質問項目は文献7)，地域福祉計画に関する質問項目は文献8)を参考にしている。

第54巻第１号「厚生の指標」2007年１月

福祉計画に関する調査研究委員会の先行研究8)

を参考に，地域福祉に関する質問33項目，地域
福祉計画に関する質問32項目の計65項目（以下，
地域福祉概念）を作成した 。これらは，
「必要でない＝１点」から「必要である＝５
点」までの５段階リッカートスケールとした。

探索的因子分析の手法を用いて，最初に地域
福祉に関わる因子の抽出と解釈を行い，続いて
地域福祉計画に関わる因子の抽出と解釈を行っ
た。また，両者間の関連の有無を相関分析に
よって確認した。その後，地域福祉概念に関す
る65項目の質問項目を用いて一次因子分析を行
い検討した。
次に，この一次因子分析で析出された因子構

造についてさらなる知見を得るため，一次因子
分析結果から斜交プロマックス回転後の因子得
点を推定して二次因子分析を行い，因子の抽出

と解釈を試みた。
また，一次因子分析による構成因子の特徴に
ついて考察するためクラスター分析を行った。
クラスター分析は，似たものどうしを１つのか
たまり（ ）にまとめてグルーピングす
る分析手法であり，その結果は，デンドログラ
ム（樹形図）で表される。クラスター内の個体
どうしは類似性が高いとされるが，本分析にお
いてはこのデンドログラムから地域福祉の特徴
を最もよく表すクラスターのレベルで検討して
みた。

Ⅲ

地域福祉に関わる因子の抽出には重み付けの
ない最小二乗法を用い，因子数は，固有値１以
上の基準を設けて６因子を抽出した。斜交プロ
マックス回転を行って得た因子パターンから，

19― ―



Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 共通性

Ⅰ
28 ボランティアセンター整備
29 地域活動拠点施設の整備，自主的利用
30 コミュニティワーカーの配置
25 住民参加の福祉活動の支援
26 福祉教育
27 情報提供サービス
24 防火・防災，緊急避難対策
23 公共交通・移動環境の整備
Ⅱ
６ 保健・医療施設の整備
３ 福祉，保健・医療サービスの整備
４ 福祉施設の整備
７ 在宅医療・訪問看護サービス等の整備
５ 在宅福祉サービスの整備
８ 福祉，保健・医療サービスの総合化
Ⅲ
14 福祉増進・予防活動の促進
18 健康診査，学習，栄養・生活改善等
19 シニアスポーツ，運動
17 地域リハビリテーション
15 生きがい，社会参加活動
16 寝たきりゼロ運動
31 活動基金の整備，税制等財政措置
２ 住民の自立生活の支援
Ⅳ
32 福祉と保健・医療サービスにかかわる総合的
な行政圏域の設定

33 住民のコミュニティ活動にかかわる圏域の設定
Ⅴ
22 福祉のまちづくり（建築物・道路等）
21 高齢者・障害者住宅の整備
20 福祉環境の整備
12 行政の福祉と保健・医療計画の策定
Ⅵ
13 民間の地域福祉活動計画づくり
１ 福祉コミュニティの形成
11 サービス機関のネットワーク化
10 ケアマネジメント
９ 総合相談・情報提供サービス

因子寄与
因子寄与率（％）
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因子Ⅰは「地域の中のコミュニケーション」，
因子Ⅱは「地域社会サービスの整備」，因子Ⅲ
は「予防的社会福祉の増進」，因子Ⅳは「サー
ビス活動圏域の設定」，因子Ⅴは「社会福祉の
空間づくり」，因子Ⅵは「福祉のネットワーキ
ング」の因子として解釈した。この６因子によ
る累積寄与率は69.0％であった 。

次に地域福祉計画に関わる因子の抽出には重
み付けのない最小二乗法を用い，因子数は，固
有値１以上の基準を設けて５因子を抽出した。
斜交プロマックス回転を行って得た因子パター
ンから，因子Ⅰは「既存社会政策との調整」，

因子Ⅱは「計画策定のための原則」，因子Ⅲは
「福祉サービス利用への支援」，因子Ⅳは「市
民福祉参加活動の促進」，因子Ⅴは「地域にお
ける福祉の方向性」の因子として解釈した。こ
の５因子による累積寄与率は68.5％であった

。

地域福祉と地域福祉計画との間にはかなり高
い相関があった（ｒ＝0.834，ｐ＜0.001）。地
域福祉概念に関する65項目の質問項目を用いて
因子分析（重み付けのない最小二乗法，固有値
１以上の基準で因子数を決定，斜交プロマック
ス回転）を行った。ただし，ここでは各項目の
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

Ⅰ
28 福祉関係三計画(老人保健福祉計画，障害者基本計画，
エンゼルプラン)との調整
30 福祉のまちづくり計画・条例の策定促進
29 社協がたてる地域福祉活動計画との調整
31 他分野の生活関連計画との調整
32 防災計画との調整
26 注民参加の福祉のまちづくりへの支援
23 新しいサービスへの投資(融資・基金の活用，助成など）
16 福祉を目的とする事業の健全な発達
18 サービス圏域等の設定とサービス基盤の整備
22 福祉人材の育成
Ⅱ
20 社会資源の有効な活用
27 地域特性にあわせた福祉施策
４ ネットワーク
６ 住民参加
19 地域の福祉サービス利用者のニーズ把握
３ 利用者主体
17 地域の福祉課題や福祉ニーズの把握
５ 公民協働
13 総合相談体制の確保
10 福祉サービスの苦情対応の整備
Ⅲ
12 第三者評価への支援
９ 福祉サービスの利用援助(地域福祉権利擁護事業)の整備
11 民生委員や地域住民等による福祉サービス利用者への相
談活動の整備

７ 福祉サービスの適切な利用の推進
25 福祉 団体やボランティアへの支援
Ⅳ
24 社会福祉に関する活動への住民の参加の促進
21 事業者等の新規参入促進（ 等への事業委託，助成
など)

15 福祉サービス提供者間のネットワークの確立
14 ケアマネジメントシステムの確保
８ 情報システムの整備
Ⅴ
１ 理念・方針
２ 地域の個別性の尊重

因子寄与

共通性

印寄与率(％)
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うち，因子負荷が0.4に満たなかった13項目を
削除し，再度，因子分析を行った。重み付けの
ない最小二乗法を用い，因子数は固有値１以上
の基準を設けて10因子を抽出した。斜交プロ
マックス回転を行って得た因子パターンから，
因子Ⅰは「地域福祉の原理・原則」，因子Ⅱは
「新旧社会政策との調整」，因子Ⅲは「予防的
社会福祉の増進」，因子Ⅳは「地域社会サービ
スの整備」，因子Ⅴは「地域のコミュニケー
ション」，因子Ⅵは「福祉のネットワーキング」，
因子Ⅶは「地域福祉圏域の設定」，因子Ⅷは「福
祉サービス利用への支援」，因子Ⅸは「社会福
祉の空間づくり」，因子Ⅹは「地域における福
祉の方向性」の因子として解釈を行った。10因
子による累積寄与率は72.9％であった 。

一次因子分析結果を踏まえ ，10個の
因子を用いて二次因子分析を行った。二次因子
の抽出には重み付けのない最小二乗法を用い，
因子数は，固有値１以上の基準を設けて２因子
を抽出した。斜交プロマックス回転を行って得
た因子パターン行列と作成したプロットから，
二次因子は因子Ⅰとして（地域福祉の）「制
度・政策・施策」，因子Ⅱとして（同）「実践・
方法・理念」の因子と解釈した 。

似ている程度を図る方式にユークリッド距離，
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

Ⅰ
４ ネットワーク＊

６ 住民参加＊

27 地域特性にあわせた福祉施策＊

20 社会資源の有効な活用＊

５ 公民協働＊

３ 利用者主体＊

23 新しいサービスへの投資(融資・基金の活用，助成など)＊

Ⅲ
14 福祉増進・予防活動の促進
19 シニアスポーツ，運動
18 健康診査，学習，栄養・生活改善等

28 ボランティアセンター整備
25 住民参加の福祉活動の支援
26 福祉教育
27 情報提供サービス
Ⅵ
15 福祉サービス提供者間のネットワークの確立＊

14 ケアマネジメントシステムの確保＊

10 ケアマネジメント
11 サービス機関のネットワーク化
21 事業者等の新規参入促進( 等への事業委託，助成など)＊

25 福祉 団体やボランティアへの支援＊

24 社会福祉に関する活動への住民の参加の促進＊

Ⅶ
33 住民のコミュニティ活動にかかわる圏域の設定

10 福祉サービスの苦情対応の整備＊

９ 福祉サービスの利用援助(地域福祉権利擁護事業)の整備＊

12 第三者評価への支援＊

11 民生委員や地域住民等による福祉サービス利用者への相談活動の整備＊

Ⅸ
21 高齢者・障害者住宅の整備
22 福祉のまちづくり(建築物・道路等)
23 公共交通・移動環境の整備
Ⅹ
１ 理念・方針＊

２ 地域の個別性の尊重＊

因子寄与
因子寄与率(％)

19 地域の福祉サービス利用者のニーズ把握＊

13 総合相談体制の確保＊

Ⅱ
29 社協がたてる地域福祉活動計画との調整＊

28 福祉関係三計画(老人保健福祉計画，障害者基本計画，エンゼルプラン)
との調整＊

30 福祉のまちづくり計画・条例の策定促進＊

32 防災計画との調整＊

26 住民参加の福祉のまちづくりへの支援＊

22 福祉人材の育成＊

31 他分野の生活関連計画との調整＊

17 地域リハビリテーション
16 寝たきりゼロ運動
15 生きがい，社会参加活動
Ⅳ
６ 保健・医療施設の整備
４ 福祉施設の整備
３ 福祉，保健・医療サービスの整備
７ 在宅医療・訪問看護サービス等の整備
５ 在宅福祉サービスの整備
Ⅴ
29 地域活動拠点施設の整備，自主的利用
30 コミュニティワーカーの配置

Ⅷ

32 福祉と保健・医療サービスにかかわる総合的な行政圏域の設定
18 サービス圏域等の設定とサービス基盤の整備＊

注 ＊地域福祉計画に関わる項目

第54巻第１号「厚生の指標」2007年１月
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Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ 共通性
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意味のあるまとまりをつくる方法に最遠距離法
を用いてデンドログラム（樹形図）を導出した。
この結果，⑤地域のコミュニケーションと⑥福
祉のネットワーキング，①地域福祉の原理・原
則と⑧福祉サービス利用への支援，②新旧社会
政策との調整と⑦地域福祉圏域の設定，③予防
的社会福祉の増進と④地域社会サービスの整備
の一次因子における４つのペア（クラスター）
は，相互に深い関係性を有しており，また，⑨
社会福祉の空間づくりが①⑤⑥⑧と関係性を有
するであろうことが示唆された。そして，⑩地
域における福祉の方向性は他の一次因子から完
全に独立していた 。

Ⅳ

「地域福祉」と「地域福祉計画」は双方とも，
2000年に社会福祉法という法律に規定され，地
域福祉計画は「地域福祉に関する事項」を「一
体的に定める計画」とされている。このことは
地域福祉と地域福祉計画の密接な関係を示して
いるが，分析の結果，実際に高い相関関係にあ
ることが確認できた。地域福祉の推進を図るに
は地域福祉の内容を地域福祉計画に反映させな
ければならないし，こうした視点を欠いてはな
らないと考える。また本研究において，「地域
福祉」と「地域福祉計画」に関する質問項目を
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合成して分析したのはこのような理
由による。
ところで，地域福祉は現実の問題

点から出発することが大切である9)。
ちなみに，その臨床現場において
様々な情報を実践的・総合的に
キャッチしているのはコミュニティ
ワーカーであるといえる。その意味
では，地域福祉は彼らの認識から
語っていくということが大切と言え
ないだろうか。なぜなら，コミュニ
ティワーカーが個として，あるいは
全体として，彼らがどのように地域
福祉を認識し実践するかによって，
利用者とその家族そして地域社会の
様相は随分変わっていくものと推察されるから
である。
しかしながら，これまでの地域福祉理論の研

究においては，現実の問題点から出発して理論
構築してきているには違いないが，コミュニ
ティワーカー全体としての意識から地域福祉理
論を探求しようという視点が果たしてあったの
かどうかということになると，欠落していたと
言わざるをえないのではなかろうか。
これまでの歴史的経過を振り返ると，多くの

研究者によって理論の類型化が行われ，地域福
祉の概念規定が試みられてきたことは確かであ
る。ここでは類型化について４人の研究者を中
心に挙げるに止めておきたい。
１人目は，本研究のベースの１つとした地域

福祉の構成要件による類型化を行った鈴木10)で
ある。２人目は社会的性格の把握を意図した類
型化を行った牧里11)12)である。３人目はサービ
ス体系，基盤整備，方法体系の構成要素による
類型化を行った京極13)である。そして４人目は
地域福祉論の４つのパターンの志向軸で類型化
を行った岡本14)である。
さらに，この４人のうち牧里は，地域福祉を

機能概念と構造概念とに分けたことで有名であ
り，その機能的概念の代表的な諸説に岡村15)16)

による主体論的アプローチ，そして永田17)や三
浦18)による資源論的アプローチがある。

また，構造的概念の諸説では，井岡19)や右
田20)-22)による制度政策的アプローチの地域福祉
概念，真田23)24)による運動論的アプローチの地
域福祉概念がある。
これらをさらに敷延してみる紙幅はないが，
上記以外にも様々な地域福祉概念が存在するこ
とは関係者の知るところとなっている25)。そし
て，以上にみられるように，地域福祉論は分化
して今日に至っているが，危惧されるのは，こ
のような理論状況が，現場との乖離を生んでい
くことである26)。したがって，京極の表現を借
りるならば，「それぞれの実践分野を基盤とし
ながら各自の理論展開は無縁ではなく，それぞ
れの研究者の研究成果であるが，（中略）これ
からは各理論の総集合を行う必要があるのでは
ないか，これがリアルな地域福祉構築のカギの
ひとつである」ということになる27)。本研究は
その意味で，コミュニティワーカーの意識から
地域福祉を構造化し体系化を意図した最初の試
みであったのではないかと考える。
いずれにせよ，時代や社会の要請に応じて地
域福祉の概念が発展することは免れないであろ
うが，本研究結果を踏まえて，地域福祉が成立
するか否かは次の条件に規定されるものである
ことを暫定的に結論づけておきたい。すなわち，
①地域福祉の原理・原則，②新旧社会政策との
調整，③予防的社会福祉の増進，④地域社会
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サービスの整備，⑤地域のコミュニケーション，
⑥福祉のネットワーキング，⑦地域福祉圏域の
設定，⑧福祉サービス利用への支援，⑨社会福
祉の空間づくり，⑩地域における福祉の方向性，
という一次因子分析の結果から示唆された地域
福祉の構成要件である。
また二次因子分析の結果から，以上の構成要

件のうち②③④⑦⑧⑨の６つについては地域福
祉の「制度・政策・施策」の軸として，①⑤⑥
⑩の４つについては「実践・方法・理念」の軸
として捉えることも可能と思われる。
さらにクラスター分析の結果から，「地域に

おける福祉の方向性」が地域福祉の推進におけ
る羅針盤ともいうべき１つの重要な側面を表し
ているようにも考えられる。
社会福祉法はその第４条で「福祉サービスを

必要とする地域住民が地域社会を構成する一員
として日常生活」できるように，また「社会，
経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加す
る機会」が提供されるようにというように「地
域福祉の推進」について目的を明言しているが，
上述した10の要件，２つの視軸，あるいは羅針
盤（側面）が抜け落ちないようにしていくこと
が，これからの地域福祉の推進にとって大事で
あることがうかがわれる。
いずれにせよ，以上のことを断定するには時

期尚早かもしれないが，「大学で地域福祉論を
教えていても学生がよくわからないし，難しす
ぎる。だから，もっと地域福祉を体系的に，し
かもわかりやすく整理する必要性がある」との
言及もある28)。筆者も同感であり，本研究での
地域福祉に対するコミュニティワーカーの意識
構造を踏まえて，今後も引き続き，概念構成の
洗い直しも含めてその体系化の可能性を模索し
ていきたい。

本研究の企画・実施に際し，多大なるご協力
をいただいた全国社会福祉協議会（元高年福祉
部長 宗貞秀紀氏），聖母女学院短期大学（助教
授 井上深幸氏），社会福祉法人こころの家族
（社会福祉士・介護福祉士 趙敏廷氏）および
調査にご協力いただいた社会福祉協議会関係者

の皆様に厚くお礼申し上げる。
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